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1. 概要 

1-1. 研究開発および計画の概要 

急峻な地形を持つ流域では、より多目的に水資源利用していることから、多様なステークホルダーを満

足させるような境を越えた統合的水資源管理は難しい。本研究の目指す SDGs達成後のビジョンは、洪水

や渇水時に、全てのダム管理者が洪水・渇水予測モデルを用いて動的運用ルールを実施することである。

ここで達成するのは、ターゲット 6.5「国境を越えた適切な協力を含む、あらゆるレベルでの統合水資源

管理」である。 

研究開発の目的は、富山市が流域ぷらっとフォームの協力で、河川治水計画等の改定を通じた解決策を

定着させ、対象流域のステークホルダーという受益者に対して、住み続けられる不平等を低減した気候

変動にも対応した社会を推進することと設定した。また、他地域展開としては、流域ぷらっとフォーム

が、富山市や国土交通省、農林水産省、水土里ネット、電力中央研究所の協力を得て、試験的に適用する

新宮川流域と五ヶ瀬川流域において、対象流域のステークホルダーという受益者に対して、共創手法を

展開し、流域治水対策を検討する素地を提供することを目論んだ。 

1-2. 成果の概要 

本研究では、流域治水の効果と限界を流域特性に応じて定量化し、社会実装につなげることを目標に、

A-1：ダムの動的運用、A-2：住民に伝わる河川情報、A-3：農地の事前排水・貯留、A-4：都市域の内水貯

留、B-1：継続的な協働基盤づくり、B-2：他地域展開を一体的に進めた。 

A-1 では、事前放流を含むダム貯水池の動的運用モデルを開発・改良し、神通川・五ヶ瀬川・阿武隈川

の 3 流域に適用して検証を進めた。実例を用いて効果と損失を定量化し、河川管理者や電力会社等と共

有して議論を開始した。また、運用に不可欠な水文気象データを 1970 年代以降の AMeDAS だけでなく区

内観測所も含めてデータベース化し、1926年以降のグリッド情報も整備して確率評価の精度を向上させ、

Today’s Earth等の不確実性評価と情報提供手法についても合意形成を進め、仕組みを構築した。 

A-2 では、住民が理解・活用できる情報提供として「流域水マップ」を開発した。試作版は好感度 73.7%

を得て、住民のリスク認識を高める有効性を示した。さらに全国 109一級水系の流域治水 2.0を分析し、

土地利用規制等の実装率が低い制度的要因、誘導策と規制策の非対称性、被害評価指標の再設計の必要

性、流域の社会経済特性に応じた施策選択の重要性を構造化した。 

A-3 では、農地貯留の洪水低減効果と限界を実証した。ある条件下ではピーク流量約 68%低減、制御範

囲を広げれば排水量が実質ゼロに近づく可能性も示した一方、制御が限定的だと効果が小さいこと、畑

作混在地域では過大評価の懸念があることを明らかにした。自動給排水栓によるスマート田んぼダムで

は予測に伴う空振りや放流タイミング設計の課題を提示し、社会受容性分析では規範意識や下流貢献意

識が参加・継続意向を左右することを示した。 

A-4 では都市内水氾濫を対象に、詳細データ収集と現地測量に基づき数値モデルを構築した。圃場・学

校等の貯留や排水路整備を組み合わせ、浸水面積最大約 82%、複合で約 90%の逓減を示し、降雨分布と対

策配置が効果を大きく左右することを定量化し、都市域でも農地が貯留機能を担う可能性を提示した。 

B-1 では、神通川でのワークショップ・シンポジウムを継続し、行政内部調整の課題を言語化しつつ、

2025年 4月に一般社団法人「流域ぷらっとフォーム」を設立して継続基盤を整備した。 

B-2 では五ヶ瀬川・阿武隈川・小矢部川・木津用水などへ展開し、探究学習や可視化教材、住民主体の

防災施策検討など地域特性に応じた共創手法を確立し、持続的体制づくりと水平展開の準備を進めた。
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また、国際展開への試行として、タイ国メーサイ地区における洪水対策ワークショップを実施した。 

 

2. 目的・目標の達成状況  

2-1. 研究開発スケジュール 

研究開発期間中（４２ヶ月）のスケジュール 

研究開発項目 

初年度 

(2022.10～

2023.3) 

2年度 

(2023.4～2024.3) 

3年度 

(2024.4～2025.3) 

最終年度 

(2025.4～

2026.3) 

大項目 A 

流域治水対策の

効果と限界 

中項目 A－１ 

ダムグループ 

中項目 A－2 

河川グループ 

中項目 A－3 

農地グループ 

中項目 A－4 

都市グループ 

全体      

大項目 B 

流域治水に資す

る対策の共創手

法の定着・横展

開 

中項目 B－１ 

定着グループ 

中項目 B－２ 

横展開グループ 

      

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

反映 

ｻｲﾄﾋﾞｼﾞｯﾄ 

ﾓﾃﾞﾙ開発 他流域適用 最終取纏め 

計画へ反映 

提言取纏め 

ｻｲﾄﾋﾞｼﾞｯﾄ 

  

ｻｲﾄﾋﾞｼﾞｯﾄ ｻｲﾄﾋﾞｼﾞｯﾄ 

 

定量分析 

入力情報 

 

効果と限界 

入力情報 

 

治水対策 

構造化 

情報収集 

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

構築 

計画等への打ち込み 

可能性・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ 

共創の場の 

構築・運営 

計画への反映のため

の共創 

共創の場の他流域へ

の展開 

計画へ反映 

・言語化 

計画へ反映 

提言取纏め 

年次報告 

（次年度計画） 

終了報告書 年次報告 

（次年度計画） 

年次報告 

（次年度計画） 

情
報

収
集
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2-2. 実施項目毎の成果 

(1) 中項目A-1：ダム貯水池の動的運用モデルの開発 

 本研究は、流域治水対策の一つとして事前放流は注目度も高い一方、その効果と限界はその流域ごと

に異なるため、ダム運用モデルを開発し、定量的な情報の提供を目的とした。シナリオ創出フェーズにお

いて開発されたダム運用モデルを用いて、神通川、五ヶ瀬川、阿武隈川の 3流域に適用し、検証を行うと

同時に、必要となる水文気象データを収集、整理のうえ、利用可能な情報へ加工し、実装を目指した。 

 シナリオ創出フェーズで開発したダム操作モデルを検証の上、改良を進めた。実際に事前放流を行っ

た事例はいまだ少ないが、実際の事例を用いて、効果量とそれにともなう損失を定量的に示し、その結果

及び手法は、河川管理者（国、県、市）やステークホルダー（北陸電力、土地改良区等）に共有され、現

在その議論を進めている。最終的に各流域への適用までは、ヒアリングの実施に時間を要した結果、完了

していないが、本プロジェクトで設立した流域ぷらっとフォームの活動を通じて、引き続き推進する。 

 一方で、ダム操作モデルに不可欠である水文気象情報のデータベース化は完了し、河川管理者等のス

テークホルダーに向けた公開の手続きを進めている。このデータベースは、1970 年代後半から整備され

た気象庁による AMeDASだけでなく、国土交通省や気象庁が委嘱して観測していた区内観測所の情報も組

み込んだものである。グリッド格子情報は 1926年から整備し（Hatono et al., 2022）、より長期の確率

情報の精度を向上させた。全国に適用可能な情報として、今後想定している他地域展開にも貢献する。 

また、Today’s Earthのデータが持つ不確実性をどのように評価するかステークホルダーの検討しつ

つ、「流域治水ぷらっとフォーム」への情報提供の方法についても議論を行い、東大のサーバで処理した

うえで「流域治水ぷらっとフォーム」に表示できる仕組みを進めることで合意した。 

本研究では、神通川で構築・検証された動的運用モデルを基盤に、五ヶ瀬川および阿武隈川流域へ展

開し、既存ネットワークを活用して議論と検証を進めた。同時に、各流域における水文・気象データの

収集と整理を実施した。神通川では過去の区内観測所データも含めた長期データを収集し、五ヶ瀬川で

は観測開始時期の地域差を補うために AMeDASや既存研究（Hatono et al., 2022）のグリッド情報の活

用可能性を確認した。阿武隈川では観測点の整備時期に地域差があることが明らかとなり、同様にグリ

ッド情報の適用を検討した。最終年度（2025年度）には、ダム操作モデルの他流域への適用を進め、収

集データを用いた再現解析を行うとともに、モデルの実運用やハザードマップへの活用可能性について

行政との調整を行った。現在は 3流域における実装に向けた知見の構築を進めている。 

(2) 中項目 A-2：河川情報の開発と流域治水対策 

a) 流域水情報の構築方法の提案と検証 

本研究では、一般の人々にとって理解しやすい形で水防災関連情報を提供することを目的とし、「流域

水マップ」を開発してその有効性について検証を行った。近年、気候変動の影響により水害の激甚化・頻

発化が進む中、住民一人ひとりが自らの居住地や生活圏に内在する水災害リスクを正しく理解し、適切

な行動をとる重要性が高まっている。しかし、従来のハザードマップや防災情報は専門性が高く、必ずし

も住民に十分理解・活用されているとは言い難い。そこで、本研究では富山市を対象として、住民が必要

とする水防災関連情報の内容や提示方法を把握するため、市内の住民 1,226 人を対象としたアンケート

調査を実施した。その結果、住民は平常時の基礎的な情報に加え、避難判断や行動に直結する可能性の高

いリアルタイム性を有する情報、すなわち河川水位、降雨状況、浸水想定区域などへの高いニーズを有し

ていることが分かった。これらの結果は、住民が災害時に「何を知りたいのか」「どのような情報が行動
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に結びつくのか」を定量的に示すものであり、流域水マップの設計における重要な基礎資料となった。流

域水マップの開発は、アンケート調査の結果を踏まえ、掲載情報の拡充に加え、地図表示の分かりやすさ

や操作性の向上に重点を置いて工夫した。具体的には専門知識を有しない住民でも直感的に理解できる

表示方法を採用するとともに、必要な情報へ容易にアクセスできるインターフェースの設計を行った。

その結果、試作した流域水マップに対する効果測定では、73.7％という高い好感度が得られ、本ツールが

住民にとって有用かつ受容性の高い情報提供手段であることが示された。流域治水の推進には、河川管

理者や自治体のみならず流域全体に関わるあらゆる主体の参画が不可欠である。とりわけ、住民が自ら

の居住地における水災害リスクを正しく認識し、それを「自分事」として捉えることは、流域治水の理念

を社会に浸透させる上で極めて重要である。本研究で開発した流域水マップは、こうした住民意識の醸

成に資する有効なツールとなり得ると考えられる。 

b) 流域治水施策の検証と構造化 

本研究で整理した全国 109 一級水系の流域治水 2.0 の実施状況から、同政策が理念としては拡張され

ている一方で、構造的に成果が現れにくい特性を内包していることを明らかにした。第 1に、河道掘削や

堤防整備などの河川管理者の権限内で実施可能なハード対策は、多くの水系で着実に進展している一方

で、被害を決定づける重要な要因である土地利用や居住立地に関わる施策、すなわち浸水被害防止区域

や災害危険区域の指定は、実装率が著しく低い。これは技術的困難さではなく、権限分散、合意形成、補

償問題などの制度的制約によるものであり、施策が河川区域外に及ぶほど実効性を失いやすい構造を示

している。第 2 に、立地適正化に関する記載は多いものの実効的な土地利用規制や移転を伴う施策は限

定的で、誘導的施策と規制的施策の間に大きな非対称性が存在する。そのため流域治水は理念的には流

域全体を対象としながらも、実態は「お願い型」の対策にとどまりやすい。第 3に、洪水被害額と治水整

備率の単純な関係からの治水効果の評価は適切ではない。都市流域では曝露資産が大きく、整備が進ん

でいても被害額が大きく見える傾向がある。また被害が大きい流域ほど優先的に整備が進むという逆因

果関係も存在する。したがって治水の効果評価には曝露で正規化した被害指標や外力条件を考慮した比

較が不可欠である。第 4に、社会経済特性の分析から洪水リスクは単なる危険度ではなく「失うものの大

きさ」によって質的に異なることが示唆された。都市型流域では機能停止の影響が支配的であるのに対

し、農業・漁業資産の大きい流域では長期浸水による生産機能喪失が支配的となる。よって流域治水 2.0

の実効性を高めるため、水系ごとの支配因子を踏まえた施策選択と評価指標の再設計が不可欠である。 

(3) 中項目 A-3：農地における事前排水・貯留 

本中項目では、農地を活用した事前排水・貯留の洪水低減効果とその限界を、自然条件、社会的受容性

を含めて総合的に明らかにし、計画や施策に反映可能な定量的情報の構造化を目的として実施した。 

a) 農地貯留による洪水低減効果と限界 

水田の水収支に基づく排水量モデル、現地観測結果、ならびに自動給排水栓を用いた実証試験を通じ

て、事前排水・貯留が洪水時流出に与える影響と、その適用条件および運用上の課題を評価した。富山市

婦中町の大区画水田（約 1.1ha）を対象とした解析では、総雨量 150mmの短時間強雨条件において、従来

型の田んぼダムを実施することで、排水ピーク流量が通常時と比較して約 68％低減されることが示され

た。さらに、圃場内に複数設置された落水工をすべて制御可能とした条件では、豪雨時の排水がほぼ抑制

され、排水量が実質ゼロに近づくケースも確認された。一方で、落水工のうち 1か所のみを制御した場合

には追加的効果は限定的であり、洪水低減効果は制御対象の空間的広がりに依存することが示された。 
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また、対象地域の作付け情報と圃場区画データを用いた分析から、水田が高度利用されている地域で

は、圃場ごとの作物種や輪作体系が農地貯留の実装可能性を大きく左右することが明らかとなった。特

に、麦や大豆などの畑作物が作付けされている圃場では、湛水による営農影響が大きく、これらを含めて

一律に貯留効果を評価すると、効果を過大評価する可能性があることが示された。 

さらに、自動給排水栓を用いたスマート田んぼダムの実証では、24時間降水量 50mm超を条件として 5

時間の事前排水を行う設定とした結果、観測期間中に計 7 回の自動発動が確認されたが、実際に日降水

量が 50mmを超えた事例は 4 回であり、気象予測に基づく制御には一定の空振りが含まれることが示され

た。事前排水によって田面に貯留余地を確保することで豪雨時の流出量は大きく抑制された一方、事前・

事後放流が同時に行われる場合には排水ピークが集中する傾向が見られ、安全な放流タイミングや段階

的制御ルールの設計が今後の課題として明確となった。 

加えて、既往研究のレビューからは、水田地区の排水計画は概ね 10年規模を想定しているにもかかわ

らず、対象は 10〜100年確率降雨が主流であり、120年確率以上の極端降雨時には畦越流による被害拡大

リスクが指摘されていた。これらの結果から、農地貯留は有効な洪水低減策となり得る一方で、降雨規

模、制御範囲、営農条件を踏まえた適用判断が不可欠であることが示された。 

b) 社会的受容性と普及条件 

営農者を対象としたアンケート調査に基づき、実施者、未経験者、辞退者に分類して解析を行った。SEM

解析の結果、上流に住む者としての意識は継続意向と強く関連し、下流への貢献意識は開始意向に有意

な影響を与えていた。特に未経験者においては、「自らの行動が他者の役に立つ」という認識が参加の主

要な動機となっていた。また、周囲の実施状況や自治会からの期待といった社会的規範は、開始と継続の

両意図に正の影響を与えていた一方、辞退者ではこれらの影響が弱く、普及における限界も示された。 

c) 他流域展開に向けた適用判断指標 

複数流域を対象とした分析から、田んぼダムの洪水低減効果は流域内の水田面積率に強く依存するこ

とが確認された。既往研究および現地観測結果を踏まえた推計では、水田面積率が比較的高い流域では、

本川におけるピーク流量の低減率が約 6〜9％程度と見積もられ、洪水低減策として一定の効果を有する

と判断された。一方、水田面積率が低い流域では、ピークカット率は約 1％程度にとどまり、田んぼダム

単独での効果は限定的であることが示された。 

(4) 中項目 A-4：都市における洪水貯留 

本実施項目「A-4 都市における洪水貯留」は、都市域における内水氾濫を対象として、洪水貯留対策が

有する効果を定量的に評価し、流域治水における内水対策の有効性およびその限界を明らかにすること

を目的として実施した。本プロジェクト全体では、想定外力に対する総合的な洪水対策の効果と限界を

示すことを目標としており、本項目はその中でも都市スケールにおける「貯める対策」の実証的検討を担

う位置付けにある。 

令和 5年度は、解析に必要となる基礎情報の収集・整理を中心に実施した。具体的には、富山市内市街

地を対象として、内水被害の発生履歴、降雨特性、排水施設整備状況の把握を行うとともに、地盤高デー

タ、管渠・人孔データ、降雨データなどを収集・統合した。この過程において、行政資料のみでは河道お

よび用排水路断面に関する情報が十分でないことが明らかとなり、研究チームにより現地測量を実施し、

詳細な断面データを取得した。この点は、都市内水氾濫解析の精度向上において重要な基盤整備となっ

た。 
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令和 6 年度には、収集したデータに基づき、対象地域における内水氾濫シミュレーションモデルを構

築し、再現計算を通じてモデルの妥当性を確認した。その上で、仮想的な内水氾濫対策として、圃場を雨

水貯留施設として活用するケース、学校グラウンドや空地を貯留空間として利用するケース、新たな排

水路を整備するケースを設定し、それぞれの対策が浸水面積の低減に与える影響を定量的に評価した。

解析の結果、下流域を含めて広域的に圃場貯留を実施した場合には、浸水面積逓減率がピーク付近で最

大約 82％に達し、複数の対策を組み合わせた場合には約 90％の浸水面積逓減率となることを明らかにし

た。 

一方、上流域あるいは上中流域のみに限定した貯留対策では、浸水面積の低減効果は数％から十数％程

度にとどまった。これは、対象とした降雨事例が下流域に集中的に降雨が発生する事例であったことに

起因しており、降雨分布と対策配置の空間的関係が内水対策の効果を大きく左右することを示す結果で

ある。このように、単一の対策の導入効果を示すだけでなく、対策の配置や組合せによって効果が大きく

変化することを定量的に示せた点は、当初想定を超える成果である。 

令和 7 年度には、別の都市河川流域を対象とした検討を行い、河川近傍の圃場において水田貯留を実

施した場合、浸水面積で最大約 18％、河川水位で約 20cm の低減効果が得られることを示した。これは、

都市河川流域においても農地が果たし得る洪水貯留機能を具体的な数値として示したものであり、流域

治水施策の検討に資する成果である。 

本実施項目では、理想的な条件を仮定した解析を行っている点から、実際の社会実装にあたっては土地

利用や管理主体、運用ルールなどの制約を考慮する必要がある。今後は、これらの制約条件を踏まえた現

実的なシナリオ設定による評価を行うことで、都市における洪水貯留対策の実効性をさらに明確化する

ことが課題である。また、本研究で得られた定量的評価結果は、個別施策の有効性を示すだけでなく、都

市域における内水対策を「どこで、どの程度実施すれば効果が現れるのか」という計画論的観点から整理

する基礎資料となるものである。特に、降雨分布特性と対策配置の関係性を明示的に示せた点は、従来経

験的に議論されてきた都市内水対策を、定量的根拠に基づいて検討する上で有用である。今後、内水ハザ

ードマップの高度化や流域治水計画の具体化を進める際にも、本研究成果は重要な知見として活用され

ることが期待される。 

(5) 中項目 B-1：定着化に向けた組織基盤とプロセスの言語化 

本中項目では、流域治水や流域の地域づくりを念頭において、神通川流域におけるステークホルダーが

継続的に関心を持って関われる仕組みをつくること、及び、研究や政策やステークホルダーの取り組み

を推進する上での基盤となる場づくりと情報プラットフォームを構築すること、を目的として活動を実

施した。 

これまで、2021年度から 2024年度までに神通川に関わる取り組みとして各年 3回〜4回のワークショ

ップ、及び、年 1回〜2回のシンポジウムを開催し、あらゆるステークホルダーの課題を抽出し、ディス

カッションをしてきた。これにより「流域」「治水」といったキーワードの認知を広める活動や、利害関

係者の具体的な現状課題把握や政策検討段階での議論の必要性が示された。また、具体的な活動として

市民発案型のプロジェクトの試行を通じて、流域治水だけでなく流域の地域づくりを自分ごと化してい

く過程を記録することができた。 

国・県、市の管理担当者と協議の場を設定 

A-2 と協働して河川治水計画等への流域治水の文脈を反映する可能性を検討し、一つの計画には自治体
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の中だけでも複数の部局が関係しているため、内部部局調整の言語化を試みた。これまでの取り組みの

中で得られた課題を踏まえ、富山河川国道事務所、富山県河川課、富山市河川整備課、プロジェクトメン

バー（手計、木口、乃田、吉見、鈴木、反中）と、流域治水の施策を進める上での課題や協働のヒントを

得るための話し合いの場を設定した。困りごとを共有する中で、国、県、市ができること、できないこと

を明らかにする中で内部部局調整のスムーズな運営の要素が示された。 

研究や流域治水の活動を支える基盤としての一般社団法人流域ぷらっとフォーム立ち上げ 

これまでの取り組みを整理し、事業化の検討を行った。また、研究者ができること、できないことを整

理し、研究を支える基盤の必要性が示された。基盤として、一般社団法人流域ぷらっとフォームを 2025

年 4月に設立した。理事には、研究者、民間団体、公益団体、行政 OBが理事となり、研究や流域治水の

活動を支える基盤として必要な要素が示された。 

シンポジウム開催と定期開催への調整 

年に 1回、神通川において流域の取り組みが共有される機会として、認知が向上し、富山河川国道事務

所、富山県河川課、富山市河川整備課や、県庁の他部署、小矢部市、中部環境事務所、各地方大学といっ

た組織がシンポジウムに参加、及び運営する体制ができてきた。 

富山河川国道事務所、富山県河川課、富山市河川整備課においては、シンポジウムの実施体制を委員会

化することで、取り組みに資する予算を検討する機会が生まれている。 

参加者については、活動してきた取り組みを年に 1回、表現する場としての期待の声が得られた。 

(6) 中項目 B-2：他地域展開 

本中項目では、神通川で得られた知見を元に、宮崎県五ヶ瀬川流域、福島県阿武隈川流域での研究者と

あらゆるステークホルダーによる共創的な取り組みを創出し、プラットフォーム化を推進することを目

的とし、以下の点について実施した。 

・シナリオフェーズで共創した場を継続し、プラットフォーム化を推進した。具体的には、神通川流域内

のステークホルダー、自治体、国土交通省河川国道事務所、研究機関を組織化した。 

・A-2、B-1と協働し、組織化したプラットフォームを利活用し、共創の場を提供した。 

・他地域展開に必要な情報収集を、プラットフォームを通じて推進した。 

・他地域で流域治水の対策メニューや河川治水計画等への反映の共創手法を展開するために必要な情報

収集やそのシナリオ等を最終的に言語化した。 

・流域ぷらっとフォームの認知向上として、学会での取り組みの発表及びブース出展を通じて、学会に参

加している研究者間での認知が広まってきた。 

 

・富山県小矢部川流域や愛知県木津用水受益地（木曽川から取水し、庄内川へと水を供給するシステム）、

タイ国メーサイ地区へも、取り組みの展開を推進した。 

1) 五ヶ瀬川流域 

延岡河川国道事務所および宮崎大学と協働し、中学生の探究学習を起点とした流域治水の普及サイク

ルを構築した。出前授業、流域ツアー、模擬流域治水協議会を組み合わせ、生徒がステークホルダーの立

場を代弁するロールプレイを通じて合意形成のプロセスを学ぶフレームワークを確立している。2025 年

度は、このサイクルを継続するとともに、新たに「ミニ水族館」や「雨庭づくり」の企画を加え、中学生

のアイデアを具現化する取り組みを推進した。 また、旭化成等の民間企業からの資金獲得による持続的
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な体制整備を進め、大分県など他地域への水平展開に向けた検討も開始している。 

2) 阿武隈川流域 

水環境活動団体や自治体と連携し、交流会やフォーラムを通じて、遊水地整備が進む上流域と下流域の

認識共有を図った。グラフィックファシリテーション等の見える化の手法を用いることで、一般参加者

との双方向のコミュニケーションを活性化し、地域振興に関する具体的な意見を抽出した。2025年度は、

3D 模型や流水を用いた可視化教材を導入し、住民がより主体的に関わることができる「伝える場」のフ

ォーマットを確立した。 今後は福島県内の複数市町へ拠点を広げ、課題となっている若年層の巻き込み

と自治体間の連携強化を重点的に進める。 

3) 富山県小矢部市 

地域のステークホルダーを対象としたワークショップや流域ツアーを実施し、流域治水の重要性に対

する認識を深めた。この活動を通じて住民による主体的な動きが生まれ、住民の声を反映した防災カメ

ラの設置場所の検討が進むなどの具体的な成果を得た。2025 年度も継続してワークショップを開催し、

小矢部市との協働体制をさらに強化している。 本活動の成果は近隣自治体からも注目されており、流域

ぷらっとフォームによる支援を通じて、他地域での住民主体育成を伴う展開を予定している。 

4)国内での水平展開 

他地域への展開として、愛知県木津用水受益地における流域ぷらっとフォームの４拠点目の立ち上げ

を実施した。また、次年度の活動開始を見据え、大分大学及び河川国道事務所との新たな協働での取り組

みの検討が始まっている。 

5)国際展開の試行 

国際展開の試行として、タイ国メーサイ地区を対象に洪水対策ワークショップを実施した。ワークショ

ップでは、流域ぷらっとフォーラムに蓄積された知見および手法の有効性を援用し、その有効性を検証

した。 

 

3. 今後の計画および展望 

本研究で得られた成果は、特定流域や個別施策にとどまらず、流域治水を「計画論・運用論・社会実装

論」を含む総合的な枠組みとして再構築する点に中長期的な意義を有する。第一に、ダムの動的運用モデ

ル、農地・都市における貯留効果の定量化、長期水文気象データベースの整備といった成果は、洪水外力

の不確実性が増大する中で、従来の設計前提に依存しない「運用による治水」の科学的基盤を提供するも

のである。これらは特定流域に依存しない汎用的な手法として整理されており、今後、他水系における事

前放流や流域貯留策の検討、ハザードマップ高度化、治水効果の再評価などに幅広く活用されることが

期待される。 

第二に、住民向け「流域水マップ」や中学生の探究学習を起点とした普及フレームワークは、流域治水

を専門家や行政内部の議論にとどめず、住民の理解と行動変容につなげる手法として、他地域・他分野へ

の展開可能性が高い。実際に、五ヶ瀬川流域では教育現場と連動した継続的な活動が定着しつつあり、小

矢部市では住民発案による防災施策の具体化が進んでいる。これらは、流域治水が「一過性の施策」では

なく、地域づくりの一部として根付く可能性を示す実例である。 

第三に、全国 109 一級水系の分析を通じて、流域治水 2.0 が抱える制度的・構造的課題を整理した点

は、今後の政策改善に資する中長期的な知見である。特に、土地利用や居住立地に関わる施策が実装され
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にくい要因を明示し、被害評価指標の再設計や流域特性に応じた施策選択の必要性を示したことは、国・

自治体レベルでの治水計画見直しや評価手法の高度化に活用可能である。 

一方、本研究を通じて、今後の展開に向けた課題も明確となった。第一に、ダム運用や農地・都市貯留

の効果は、自然条件や社会条件に大きく依存するため、実装段階では関係者間の合意形成と運用ルール

設計に時間を要する点である。この課題に対しては、一般社団法人「流域ぷらっとフォーム」を中核とし、

研究成果を共有・翻訳しながら、行政・住民・民間を交えた継続的な対話の場を維持することが有効であ

る。第二に、気象予測に基づく事前対応には不確実性が不可避であり、空振りを前提とした社会的受容や

補償・評価の枠組みが未成熟である点が挙げられる。これについては、実証事例の蓄積とともに、リスク

コミュニケーション手法の開発を継続的に進める必要がある。 

以上より、本研究成果は、流域治水を中長期的に定着させるための科学的根拠と社会的プロセスの双方

を提供するものであり、今後はプラットフォームを軸とした継続活動を通じて、他地域・他分野への普及

と政策実装への接続が進むことが期待される。 

4. 計画・実施体制等の妥当性 

4-1. 研究開発実施体制・効率性等 

2023年及び 2024年に実施された全体会合において、本研究プロジェクトの事業計画を紹介し、その中

で本研究の対象がより公共政策に近いことから、事業活動を推進するうえでの注意事項を、川北総括ほ

かアドバイザーから指摘を受けた。それに伴い、協働実施者である富山市だけでなく、県や国との連携を

強化する体制をとり、2025 年度の円卓会議を実施するなど、プロジェクト終了後の事業が円滑に進むよ

うに実施した。 

4-2. プロジェクトの運営・活動 

大きな影響があったのは、『令和 6 年能登半島地震』及び『令和 6年能登半島豪雨』である。実装先の

期間が、この復旧・復興の対応のため、実際のダム操作モデルの改良結果に対するフィードバックを得る

のが遅くなり、プロジェクト期間内の実装は事実上難しいこととなった。しかし一方で、2025 年 4 月に

無事設立した一般社団法人流域ぷらっとフォームが継続的にダム操作モデルの実装に貢献できる道筋を、

多くの事前放流に協力するダムを擁する北陸電力とすでに合意しており、今後も進める予定である。 

全体の運営については、月に 2回程度、シンポジウム開催時には、事前準備のためより頻度を上げて、

オンラインでの定例会合を行い、他地域展開によりプロジェクト全体の方向性がぶれたり、異なる方向

を向くことがないよう各活動を推進する体制がプロジェクト開始時に構築され、さらに slack や google 

driveの活用を通じ、情報共有を逐次可能とする運営体制を整えていった。この運営体制は、一般社団法

人設立後も引き継いでおり、本プロジェクトの成果を社会に実装していく準備は整備されている。 
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その他 

 

1. 補足事項（任意） 

1-1. 

(1) 中項目 A-1：ダム貯水池の動的運用モデルの開発 

本研究は、流域治水対策の共創手法の構築と展開を目的とし、神通川流域における流域治水対策の効果

と限界を示したうえで、必要な人材育成も含め流域治水に資する対策の共創手法の体系化を図り、あわ

せて他地域展開を富山県内の他流域や流域特性の異なる流域で試行する。 

その中で A-1 では、流域治水対策メニューの一つである事前放流に着目し、その事前放流を可能とす

るダムモデルの開発を行う。背景として、治水以外を目的とするダムにとって水は資産であり、不確実性

を含む予測情報に基づいた事前放流は資産を減少させるリスクを伴う。そのため、利水ダムを所有する

企業や団体は、事前放流には基本的には慎重である。リスクの定量化を図り、そのリスクを最小化できる

ようなダム運用モデルが求められている。 

 

図補-1-1-(1)-1：神通川流域に設置されているダムとその目的。なお、大島ダムは未完成

である。（国土交通省(2008)を改変） 

 

別紙 1 
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現在、神通川流域には図補-1-1-(1)-1のようなダム群が存在し、発電ダムは多目的ダムも含むと 23基

中 21基もあり、明治時代以降いかに電源開発事業がこの地域で推進されてきたかが分かる。このように

多くの利水ダムがあることから、事前放流のポテンシャルが大きいことが示唆される。現在「常願寺川・

神通川・庄川及び小矢部川流域治水プロジェクト協議会」で計画している流域治水対策メニューの一つ

としての事前放流を実施することになったダムは、計 19基である。実際に事前放流を実施した例は、ヒ

アリングの結果、2021 年 8 月 13 日の線状降水帯による大雨のときのみであり、浅井田ダム、新猪谷ダ

ム、神一ダム、神三ダムのいずれも北陸電力所有のダムである。 

まずシナリオ創出フェーズで開発したダム運用モデルを検証した。仮想実験として、2018年 7月 4～8

日を中心に全国的に被害が発生した、停滞前線と台風 7 号(Prapiroon)による「平成 30 年 7 月豪雨」の

実測値を用いた。図補-1-1-(1)-2 は、その結果を時系列で示したものである。神三ダム直下に設置され

た「大沢野大橋」観測地点における水位は、最大で 6.13 m (2018年 7月 6日 1時に観測)に達し、避難

判断水位である 6.1 mを超過した。本研究では、水防団待機水位である 4.5 mを越えないようにダムの

放流量を制御する。また、入力データとなるダムへの流入量は実測値を用いており、予測が的中したと仮

定する。その結果、2021年 7月 6日 0～3時に水防団待機水位の 4.5 mを少し超過するが、それ以外の時

間はピークカットできた。一方、事前放流した総量は、25,641.6 m3であった。これらの情報を、北陸電

力を始めとするステークホルダーと共有し、実現可能性などについて意見交換を行った。上流の複雑な

カスケード接続されたダム群をどのように取り扱うかや入力情報としての予測情報をどのように評価し

ていくかなど、今後の課題とされた。 

 

(m) (m3) 

 

図補-1-1-(1)-2：仮想実験における、大沢野大橋の水位(m)と放流量(m3)の時系列(2021

年 7月 4日 5時～8日 18時。事前放流をしなかった場合の水位(灰色実線)と放流量(橙

色棒)、事前放流をした場合の水位(水色実線)と放流量(青色棒)。 

モデル改良に必要な気象水文情報収集のうち、実際に事前放流の対応を予定している 19基のダムを持
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つ、北陸電力、関西電力、富山県、岐阜県、富山共同自家発電の協力を頂きながら、非公開情報も含めリ

ストアップし、どのように加工することで公開可能にするかなどの議論をプロジェクト開始した際に行

った。現在、日本では、国土交通省や気象庁を中心に水文気象観測網が形成されており、特に 1974年 11

月 1日に運用を開始した「地域気象観測システム」と呼ばれる AMeDAS（Automated Meteorological Data 

Acquisition System）は、降水量等の観測を自動的に行い、その情報はリアルタイムで収集されるため、

気象災害の防止や軽減に重要な役割を果たしている。現在、降水量を観測する観測所は全国に約 1,300か

所（約 17km 間隔）ある。神通川流域（2,720km2）にも現在、岐阜県側に 6か所、富山県側に 5 か所ある

（表補-1-1-(1)-1）。 

 

表補-1-1-(1)-1：神通川流域に設置されている或いは設置されていた AMeDAS 観測地点。 

 

 

AMeDASの観測地点は、約 17km間隔であることから、特に山間部の局地的な降雨を捉えることは不可能

であり、さらに国土交通省が設置している雨量観測地点も有用である。現在、岐阜県側に 27地点、富山

県側に 4 地点あり、岐阜県側に大きく偏っていることからも、山間部の雨量データの確保が大きな目的

であることが見て取れる。 

一方で、治水や渇水の対策をするにあたって重要となる極端現象の統計的な取り扱い（例えば再現期

間）には、より長い観測データが必要となる。そこで、AMeDAS 以前の観測データ（区内観測所等）の収

集を行った。Hatono, Kiguchi et al. (2022)において収集されたデータを基に当時の記録を遡って情報

の修正等をしつつデータベース化を行い、岐阜県側で 20地点、富山県側で 9地点の情報を実際の観測状
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況も含めて整理した。上述したデータセットから、ダム操作モデルの検証に必要な、神通川およびその支

流の統計的な極値情報を求めることが可能となった（図補-1-1-(1)-3）。 

 

図補-1-1-(1)-3：神通川流域内の区内観測所（赤）、水文水質データベース（水色）、AMeDAS（緑）

の分布。            ※地図引用元：Google社「Googleマップ」 

 

また、Today’s Earthのデータが持つ不確実性をどのように評価するかステークホルダーと検討しつ

つ、「流域治水ぷらっとフォーム」への情報提供の方法についても議論を行い、東大のサーバで処理した

うえで「流域治水ぷらっとフォーム」に表示できる仕組みを進めることで合意した。具体的には、Today’s 

Earth のデータが格納されているサーバへのアカウントを持つ木口上席研究員が、東大 DIAS との共同研

究で計算領域とデータ格納及び表示領域を確保し、既に不確実性の評価情報を格納し、過去の情報も共

有するための表示プログラムを、複数の IOの仕様で検討を行った。 
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一方で、能登半島で発災した『令和 6年能登半島地震』（本震：2024年 1月 1日）及び『令和 6年 9月

能登半島豪雨』（2024年 9月）は、河川管理者においても多大な影響を及ぼした。特に国土交通省及び北

陸電力は、復旧・復興において多くの戦力を割いたことから、ダム操作モデルの改良に必要なヒアリング

の実施が大幅に遅れた。実際には 2025 年 10 月 3 日に実施されたため、その改良方針を定めることがで

きなかった。そのため、2024 年度に実施予定であった、神通川流域でのダム操作モデルの改良ではなく、

ダム操作モデルを別の地域（東南アジアなど）での利用可能性を探りつつ、他地域展開に備え福島・阿武

隈川流域、宮崎・五ヶ瀬川流域における水文気象情報のデータベース化を進めた。 

最終的には、B-2 とともに推進してきた五ヶ瀬川流域と阿武隈川流域で構築されたネットワークを用い

て、これまでに神通川で得られた動的運用モデルとその検証結果を提示し、議論を行った。それと同時

に、神通川での経験を用いて必要となる水文気象データを収集した。神通川流域では、現在の観測地点だ

けでなく、AMeDASが展開される前の区内観測所の情報を収集した。五ヶ瀬川流域では、上流の明治 28年

に観測を開始した「三ヶ所」地点が最も早く観測を開始しているが、中下流域での観測は遅れていた。し

かし、AMeDAS のみでは得られない年数を少しでも多くすることは可能であった。また、Hatono et 

al.(2022)で開発されたグリッド情報の情報も利用可能であることを確認した。一方、阿武隈川流域は、

明治 22年に「福島」地点が観測を開始したのが最も早い。阿武隈川は福島県を南から北へ縦断しており、

多くの観測地点が早期に展開されていたと想像していたが、江戸時代までの中心であった会津地域や電

源開発が推進された只見川流域で明治以降多くの観測地点が設置され、阿武隈川流域である中通り地域

では昭和に入ってから設置されるようになった。そのため、五ヶ瀬川の例でも述べた通り、Hatono et 

al.(2022)のグリッド情報の適用を進め、その利用可能性を検証した。最終年度である 2025年度は、ダム

操作モデルの他地域での展開を図り、2024 年度に収集した気象水文情報を入力情報として再現期間を求

め、実際のモデルの運用に生かしつつ、ハザードマップ等への付加情報として利用可能かを、現地行政と

調整を行った。本報告書を執筆現在、3地域において実装可能性を議論するための知見構築を行っている。 

参考文献 

国土交通省, 神通川水系河川整備基本方針, 2008. 

https://www.mlit.go.jp/river/basic_info/jigyo_keikaku/gaiyou/seibi/pdf/zindugawa40-1.pdf 

Hatono, M., M. Kiguchi, K. Yoshimura, S. Kanae, K. Kuraji, and T. Oki. A 0.01-degree 

gridded precipitation dataset for Japan, 1926-2020, Scientific Data, 9, 422, 2022. DOI: 

10.7910/DVN/J215UY 

  



 

15 

 

(2) 中項目 A-2：河川情報の開発と流域治水対策 

a) 流域水情報の構築方法の提案と検証 

本研究では、まず住民が必要としている水防災関連情報を把握することを目的として、水防災関連情報

に関するアンケート調査を実施した。次に、その調査結果を踏まえた情報提供手法として流域水マップ

を開発し、効果測定を行うことで、本マップの妥当性および有効性を評価した。 

本研究の対象流域は、富山県および岐阜県にまたがる神通川流域である。神通川は、岐阜県を源流とし

富山県を北流して富山湾に注ぐ幹線流路延長約 120 km、流域面積約 2,720 km²を有する一級河川である。

同河川は日本有数の急流河川として知られ、多目的な水利用・水管理が行われていることから、治水・利

水・環境の各側面において多様な関係者の利害を調整した運用が求められている。 

(ア) 水防災関連情報に関するアンケート調査 

① アンケート調査方法の概要 

神通川流域最大の都市である富山県富山市に在住する 20～69歳の男女 1,226人を対象に、インターネ

ットを用いたアンケート調査を実施した。 

調査内容は、水害ハザードマップの閲覧経験、水防災関連情報の入手先、および平常時・災害時に必要

と考える水防災関連情報であり、住民の理解度および情報需要の把握を目的とした。調査期間は 2023年

6 月 30日から 7月 6日までの 7日間である。 

② 単純集計結果および考察 

図補-1-1-(2)-1は水害ハザードマップの閲覧経験に関する集計結果を示す。「閲覧経験があり、危険の

有無を理解している」と回答した割合が 44.3 %と最も多かった一方で、「閲覧経験があり、危険の有無を

理解していない」と回答した割合も 27.6 %に上った。これらを合わせると、閲覧経験があると回答した

割合は 72.0 %であった。 

富山市では 2020年に改訂した水害ハザードマップを市内全戸に配布しており、今回が 2回目の全戸配

布であった。2回目の配布では、水害ハザードマップに加えて防災情報冊子も同封されたことから、閲覧

経験者の割合が高くなったものと考えられる。一方で、「危険の有無を理解していない」と回答した割合

は 55.7 %に達しており、ハザードマップを入手・閲覧していても、その内容が十分に理解されていない

実態が明らかとなった。この結果は、水防災関連情報を分かりやすく伝える工夫の必要性を示している。 

 

 

 

図補-1-1-(2)-1：水害ハザードマップの閲覧経験 
図補-1-1-(2)-2：平常時にスマートフォンやパソ

コンで閲覧した時に必要な水防災関連情報 
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水防災関連情報の入手先に関する集計結果（複数回答可）では、スマートフォンやパソコン等の情報端

末から情報を入手している割合が 63.4 %と最も高かった。一方で、「入手していない」と回答した割合が

15.9 %存在しており、水防災に対する関心が低い、あるいは水害リスクを自分事として捉えていない層

が一定数存在することが示唆された。 

図補-1-1-(2)-2 は平常時に必要とされる水防災関連情報の集計結果（上位 8 項目）を示す。本設問で

は最大 5項目まで選択可能とし、「想定最大」と「河川計画規模」の違いが明確になるよう、それぞれ「1000

年に 1 度程度」「150 年に 1 度程度」との注釈を付した。その結果、「避難所の位置」が 50.8 %と最も多

く、次いで「氾濫流の最短到達時間」（43.1 %）、「津波浸水想定」（29.4 %）となり、水害ハザードマップ

作成の手引きで推奨されている情報が上位を占めた。 

さらに、自由記述回答に対してテキストマイニング手法を適用し、形態素解析により単語を抽出した

（図補-1-1-(2)-3）。その結果、447 語が抽出され、「避難所」「避難方法」など避難に関する単語の出現

回数が最も多く（51回、10.9 %）、平常時から避難に関する情報ニーズが高いことが確認された。 

図補-1-1-(2)-4は平常時に不要と認識されている水防災関連情報の集計結果である。「想定最大降雨時

の最大流速」（21.2 %）や「想定最大降雨時の浸水継続時間」（18.4 %）など、想定最大規模に関する情報

が上位を占めた。既存の水害ハザードマップに表示されている情報であるにもかかわらず、不要と認識

されている点は、住民需要と情報提供内容との間に大きな乖離が存在することを示している。 

 

 

図補-1-1-(2)-3：平常時に必要な水防災関連情報

（自由記述） 
図補-1-1-(2)-4：平常時に不要な水防災関連情報 

 

 

 

図補-1-1-(2)-5：災害時に必要な水防災関連情報 
図補-1-1-(2)-6：災害時に必要な水防災関連情報

（自由記述） 
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図補-1-1-(2)-5 および図補-1-1-(2)-6 は災害時に必要とされる水防災関連情報に関する結果である。

「水位の危険度レベル」（50.8 %）や「避難指示・命令」（47.3 %）が上位を占め、自由記述分析でも「避

難場所」「避難指示」などの語が多く抽出された（280 回、11.5 %）。これらの結果から、災害時にはリア

ルタイム性が高く、直接的に避難行動に結び付く情報の重要性が一層高まることが示された。 

③ クロス集計結果及び考察 

表補-1-1-(2)-1は、年代別の水害ハザードマップ閲覧経験を示す。「危険の有無まで理解している」と

回答した割合は 60代が 51.7 %と最も高く、20代は 28.6 %と最も低かった。一方で、「閲覧経験がない」

と回答した割合は 20代で 36.8 %と最も高く、若年層ほどハザードマップが十分に活用されていない傾向

が確認された。この傾向は、金井ら（2017）の既往研究とも整合的である。 

表補-1-1-(2)-1：水害ハザードマップの閲覧経験

と年代 
表補-1-1-(2)-2：水防災関連情報の入手先と年代 

  

表補-1-1-(2)-2 は、年代別の水防災関連情報の入手先に関するクロス集計結果である。いずれの年代

においても情報端末からの入手割合がテレビを上回っており、マクマネー検定の結果、両者の間には有

意な差が認められた（χ²(1)=3.84、p＜0.05）。この結果から、情報端末を通じた水防災関連情報の提供・

普及が今後一層重要になると考えられる。 

(イ) 流域水マップの開発 

アンケート調査の結果から、住民の水防災関連情報に対する理解度は必ずしも高くなく、既存の情報提

供手法では十分かつ適切に情報を把握・理解することが困難である実態が明らかとなった。また、水防災

関連情報の主な入手手段として、スマートフォンやパソコン等の情報端末が広く利用されていることが

確認された。これらの結果を踏まえ、本研究では、情報端末を通じて分かりやすく水防災関連情報を提供

することを目的として、流域水マップを開発した。開発した流域水マップのスナップショットの一例を

図補-1-1-(2)-7に示す。 
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図補-1-1-(2)-7：流域水マップ        ※Mapboxで地図を開発 

 

① 使用データ 

流域水マップには、アンケート調査において住民需要の高かった水防災関連情報を中心に、平常時およ

び災害時のそれぞれについて必要性の高い順に情報を搭載した。具体的には、避難所位置、浸水想定区

域、水位情報などの防災情報に加え、住民に流域全体への理解を促すことを目的として、人口推移などの

地域の将来像に関する情報や、ダム総貯水容量等の水理施設に関する基礎情報も併せて搭載した。 

一方で、想定最大降雨時の最大浸水深等のメッシュデータはデータ容量が大きく、操作性の低下を招く

課題があった。そこで、本研究では想定区分ごとにメッシュデータを統合し、総メッシュ数を最小限に抑

えることでデータの軽量化を図り、マップの操作性を確保した。 

② 開発方法 

本マップの開発には、Mapbox Inc.が提供する無料のデジタル地図開発プラットフォームを使用した。

本プラットフォームを用いることで、地理空間データの可視化に加え、APIを活用した柔軟なマップ操作

が可能となる。 

流域水マップの Webサイトは、HTML、JavaScript、CSS を用いて構築した。JavaScriptおよび CSSにつ

いては、Mapbox 公式サイトで公開されているライブラリを利用し、アクセストークンを設定することで

現在地表示や地点検索機能を実装した。これにより、利用者が自身の居住地周辺の情報を直感的に把握

できる環境を整備した。 

③ 特徴 

本マップの主な特徴は、以下の二点に集約される。 

第一に、情報閲覧時に、内容に応じてデザインされた凡例や説明を同時に表示する点である。例えば、

洪水浸水想定区域図の色分けは、住民が十分に理解しないまま閲覧すると、洪水リスクを過小または過

大に認識する恐れがある。そこで、本マップでは、人の身長や建物高さとの関係を視覚的に示した凡例や

補足説明を表示することで、水防災関連情報の正確な理解を促した。 

第二に、スマートフォンおよびパソコンといったマルチデバイスに対応した点である。画面サイズに応

じてボタンや凡例の大きさを自動調整し、画面遷移を伴わず一画面内で操作および閲覧が完結する構成

とすることで、操作性および視認性の向上を図った。 
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(ウ) 効果測定 

① 実施方法 

開発した流域水マップの有効性を検証するため、流域ぷらっとフォームが主催したシンポジウムの参

加者 19名を対象として効果測定を実施した。本シンポジウムには、流域治水に関心を有する参加者に加

え、一般の来場者や親子連れも含まれており、多様な属性の利用者を対象とした評価が可能であった。 

効果測定では、参加者に流域水マップを実際に操作してもらった後、インターネットを用いたアンケー

ト調査を実施した。調査項目は、流域水マップの分かりやすさに関する評価およびその理由とし、利用者

視点での理解度や操作性を把握することを目的とした。調査期間は 2023年 12月 22日から 12月 27日ま

での 6日間である。 

② 結果および考察 

図補-1-1-(2)-8は流域水マップの好感度に関する集計結果を示す。「とても分かりやすい」および「分

かりやすい」と回答した割合は 73.7 %を占め、高い評価が得られた。自由記述回答では、「凡例が専門知

識のない人にも分かりやすい」、「多様な情報を一度に確認できて良い」といった意見が寄せられ、流域水

マップが水防災関連情報および流域情報を直感的に伝える手段として有効である可能性が示された。 

一方で、「とても分かりにくい」または「分かりにくい」と回答した参加者からは、「情報量は多いが、

それをどのように行動に結び付ければよいのか分からない」との指摘があった。この結果は、情報提供の

充実だけでなく、得られた情報を具体的な避難行動や判断に結び付けるための補足的な説明や学習機会

が重要であることを示唆している。 

 
図補-1-1-(2)-8：流域水マップの好感度 

(エ) まとめ 

本研究では、一般の住民にとって理解しやすい形で水防災関連情報を提供することを目的として、流域

水マップを開発し、その有効性について検証を行った。富山市の住民 1,226 人を対象としたアンケート

調査により、住民は平常時には避難に関する基礎的な情報を、災害時には水位や避難指示などリアルタ

イム性の高い情報を特に必要としていることが明らかとなった。 

これらの調査結果を踏まえて開発した流域水マップでは、情報内容の取捨選択に加え、地図表示方法や

操作性の工夫を行った。その結果、効果測定において 73.7 %という高い好感度が得られ、本マップが住

民に対して水防災関連情報および流域情報を分かりやすく伝える有効なツールとなり得ることが示され

た。 

流域治水の推進には、流域全体に関わる多様な主体の参画が不可欠であり、その前提として、住民が自

らの水災害リスクを正しく認識し、主体的に捉えることが重要である。流域水マップは、こうした住民意

識の醸成に寄与する基盤的ツールとしての役割が期待される。 

今後は、流域水マップの一般公開を進めるとともに、利用者からの意見を反映した継続的な改良を行う

ことで、住民の河川や流域への理解を深める教育ツールとしての活用に加え、流域治水に関する合意形
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成を支援するツールとしての活用実績を蓄積していきたい。 

b) 流域治水施策の検証と構造化 

国土交通省直轄の 109水系を対象に、流域治水 2.0に記述されている施策を構造的に分析した。図補-

1-1-(2)-9 は流域治水 2.0 に記述されているハード対策数とソフト対策数を流域ごとに比較した図であ

る。 

  

図補-1-1-(2)-9：流域治水 2.0に記述されているハード対策数とソフト対策数 

（左：ハード、右：ソフト） 

①  流域治水 2.0の実装は「ハード偏重」ではなく「ハードは強いが、出口が弱い」構造 

河道掘削・堤防整備はほぼ全流域で実施することになっている。つまり 2.0は「やることが無い」ので

はなく、河川管理者が自分の権限で実行できるメニューは非常に厚いことを示している。一方で、被害を

減らすロジックの出口（＝氾濫が起きた後に被害を小さくする／そもそも曝露を減らす）に入った瞬間、

実装が急に細る。 

• 浸水被害防止区域の指定が極端に少ない 

• 災害危険区域も多くの流域で指定されていない 

→“土地利用側の強制力”が必要な領域ほど、プロジェクト上の実装率が落ちる 

これは技術の問題ではなく、権限・合意形成コスト・補償・政治経済の問題である。2.0は「流域全体」

を掲げながら、実態としては河川区域の外に出た瞬間に、実装が任意努力に変質することを意味してい

る。このギャップが、2.0の成果の頭打ち要因になっていると考えられる。 

② 「立地適正化」は書けるが、「土地利用規制」は書けない（＝制度の非対称） 

「立地適正化」を抽出すると、立地適正化に関する記載は多い一方、土地利用規制に関する記載が少な

いという構図がはっきりわかる。ここには制度上の非対称がある。 

• 立地適正化：誘導・方針・計画（“書きやすい／合意しやすい”） 

• 土地利用規制：制限・禁止・移転（“揉める／補償と対でないと進まない”） 

つまり 2.0が本当に効果発現させるためには、「誘導」から「規制・移転」へ進むための“移行装置”

（財源・補償・合意形成の標準手順、自治体間の調整の型）が必要である。ここが弱いと、2.0は永遠に

“啓発とお願い”の域を出ない。 

③ 被害データが示すのは「整備が効かない」ではなく「指標の作り方が効いていない」 

被害分析をすると、H6〜R4 累計で信濃川、阿武隈川、利根川、筑後川などで被害が大きいこと、また

相関分析で利根川のような外れ値が相関を支配しやすいこと、さらに堤防整備率は被害と強い負相関に

なっていない。ここから短絡的に「堤防は効かない」と結論するのは危険で、むしろ構造的には以下の通
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りである。 

• 被害額（絶対値）＝ハザード×曝露×脆弱性×事後復旧×会計ルール 

• 都市河川ほど曝露（資産・人口）が桁違いで、“整備しても被害額が大きく見える” 

• さらに整備は被害が大きいところほど優先される 

• 戦後最大洪水の更新（例：球磨川の扱い等）で、整備率指標自体が揺れている 

したがって、2.0の評価に必要なのは「整備率×被害額」の単純相関ではなく、 

• 曝露で正規化した被害（例：被害額/流域資産、被害額/人口、被害額/世帯） 

• イベント強度で条件付けた被害（同規模外力時の被害比較） 

• 外れ値に頑健な統計（順位相関、分位点回帰、ロバスト回帰） 

• 「整備→被害」ではなく「整備が無い場合の反実仮想」との比較 

である。 

④ 社会経済は「危険度」ではなく「失うものの大きさ」（優先順位付けの軸になる） 

社会経済整理では、利根川・淀川のような都心流域が人口・資産等で突出し、農家漁家資産は信濃川・

北上川も大きい、という特徴が示された。 

これは 2.0“公平に配る政策”から、“失うものを減らす設計”へ進める根拠になる。具体的には、以

下を挙げられる。 

• 都市型：地下空間・重要インフラ（電力/通信/医療/交通）の脆弱性が支配的（止水・BCP・機能

継続が効く） 

• 農業・漁業資産型：長期浸水・塩害・泥土堆積が支配的（復旧時間が被害を決める） 

• 上流急峻型：土砂・流木が支配的（治山・流木対策が効く） 

• 低平地内水型：外水より排水能力・タイミングが支配的（ポンプ・貯留・下水計画が効く） 

つまり「同じ洪水」でも、効果のある施策が全く異なっている。2.0を“総花”にすると、最適解を外

してしまうことを意味している。 

参考文献 

金井昌信, 蟻川景介, 片田敏孝, ハザードマップの閲覧率・保管率に関する基準の検討. 災害情報, 

15(2), 233-243, 2017. 
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(3) 中項目 A-3：農地における事前排水・貯留 

R5 年度は富山市婦中町の水田を対象として、農地貯留の効果と限界について検討を行った。調査地点

は 3か所で、富川、下井沢（2か所）の水田を所有者の許可のもと調査した。水田の水収支に基づく排水

量モデルを作成し、大区画圃場における複数の降水パターンにおける田んぼダムの実施シナリオを比較

した。短時間型で総雨量が 150 ㎜の際の 1.1ha 圃場での排水方式別排水量を比較した結果（図補-1-1-

(3)-1）、従来型の田んぼダムを実施した場合には通常時と比較して排水ピークが 68％抑制される結果と

なった。大区画圃場には複数の落水工があり、その全てをスマート化した場合は、完全に排水を抑えるこ

とができる結果となった。また、1 か所のみスマート化し

た条件では、従来の田んぼダムとの差は僅かで、追加的な

効果は小さいことが示された。 

調査対象地域においては圃場整備済みの水田が多く、圃

場の高度利用が行われている。JA あおばより入手した R4

年および R5 年の作付け情報と筆ポリゴンにより、対象地

域の作付けマップを作製した結果（図補-1-1-(3)-2）、麦や

大豆を作付けしている圃場は湛水による影響が大きいた

め、広域を対象とした農地の雨水貯留機能を評価する上

で、生産調整による輪作体系を考慮することは極めて重要

と考えられた。 

 

図補-1-1-(3)-2：令和 4年度と 5年度の作付け比較 

令和 6 年度は、JSTAGE および Web of Science に収録されている学術論文から、田んぼダム（水田貯

留）を対象としたものを検索、内容によるスクリーニングを行い、田んぼダム（水田貯留）による洪水ピ

ーク流量低減効果に関する 38 報の論文を抽出した。38 件の論文のうち、31 報（約 80％）が田んぼダム

図補-1-1-(3)-1：水田排水量の比較 

※地図引用元：国土地理院 
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の治水効果に関する内容であった。対象地域はすべて日本で、新潟県を中心に研究が集中していた。田ん

ぼダム導入による河川や排水路のピーク流量の削減率が報告されていた論文は 6 報あり、最大で 25％程

度の流量削減が確認された事例もあった。また、対象流域における水田の割合が 40％以上であることが

効果発現の目安との報告があった。効果の検討の多くは、10～100年確率の降雨に対して検討されていた。

また、流域内の水田面積の割合が高いほど、効果は顕著であった。ただし、120年確率以上の極端な降雨

時には、畦越流によって逆に被害が拡大することもある。現在、日本全国への導入が進められているが、

特定地域の事例に偏っており、全国への普及方法の一般化が課題となっている。 

自動給排水栓を用いた田んぼダムの自動化に関

する実証試験については、井田川土地改良区管内の

富川地区圃場に KUBOTA 社の WATARAS システムを導

入し、豪雨時の排水量調査を実施し、スマート田ん

ぼダム導入時の効果推計を行った。スマート田んぼ

ダムでは、事前・事後放流の責任問題を考える上で、

田んぼダムが人間の判断を介さずに自動で発動さ

れる点が重要である。WATARAS では気象庁予測を用

いた HalexDream!と連動してスマート田んぼダムが

自動実行される。本研究では 24時間降水量が 50㎜

を超える場合に 5時間の事前排水を行い、以降の降

水を田面貯留するよう設定した結果、観測期間中に

7 回田んぼダムが自動発動したが、日降水量が 50㎜

を超えたのは 4回であり、今後の気象予測精度の向

上が期待される。図補 1-1-(3)-3 にスマート田んぼダム実証圃場における水田水位の実測値および計算

値（上図）、全ての水田でスマート田んぼダムを導入した際の排水路流出量の変化（下図）を示す。事前

放流で空きポケットを創出することにより豪雨時の流出量はゼロとなっているものの、事前・事後放流

を一斉に行っているため排水ピークが大きくなっており、今後は安全な放流タイミングの検討が必要と

なる。  

営農者の社会的属性と取り組みへの参加・継続の関係については、営農者の社会的属性と取り組みへの

参加・継続意思決定への影響を調べるため、アンケート調査を実施した。対象は富山県富山市婦中地域の

営農者とし、2022年 11月に紙媒体の質問票配布し、郵送による回収を行った。配布数 300部に対し、223

部回収し、回収率は約 74%であった。回答者を実施者（実際に装置を導入・運用している農家、77 名）、

未経験者（導入経験がないが関心を持っている、114 名）、辞退者（かつて導入したがやめてしまった、

32 名）の 3 グループに分類し、構造方程式モデルによる解析を行った。上流に住む者としての意識（上

流アイデンティティ）は、田んぼダムの継続意図と強く関連していた。一方、下流への帰属意識（下流ア

イデンティティ）は、田んぼダムの開始意図に影響していた。特に未経験者において有効であり、「自分

の行動が誰かの役に立つ」という実感が参加の動機となることが分かった。社会的規範については、周囲

の実施状況や自治会からの期待などの社会的圧力が、開始および継続の両意図に寄与していた。一方、辞

退者はこの規範的影響を受けにくく、孤立的傾向がみられた。得られた結果から、田んぼダム普及に向け

た提言として以下の 4点が挙げられた。 

図補-1-1-(3)-3：スマート田んぼダム圃場水位

の実測値と計算値（上）、スマート田んぼダム

実施時の排水路計算流量（下） 
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1 下流とのつながりの「見える化」：成果報告会や地元紙での紹介、感謝状の交付など、下流との連携や

貢献の可視化が効果的。 

2 社会的アイデンティティの育成支援：上下流合同のワークショップや交流イベントを通じて、農業者

に“地域を守る担い手”という役割意識を醸成。 

3 規範形成のための仕組みづくり：推進者や成功事例を紹介し、地域内で「当たり前」となる雰囲気を育

むことが重要。 

4 明確な情報提供：モデルによる洪水抑制効果の視覚化や、安全性の定量的説明によって不安を払拭。 

令和 7 年度は他地域展開のため阿武隈川、五ヶ瀬川における農地の雨水貯留機能を評価し、神通川を

含めた流域特性を評価した。具体的には、MERIT Hydroの 90mメッシュ標高と JAXA 高解像度土地利用被

覆図 30m 解像度から、本川に沿った土地利用ピクセル数をカウントし、各流域の水田と都市部の立地条

件を把握した。また、神通川における現地観測試験および先行研究における田んぼダムのピークカット

率の結果を元に、田んぼダム導入時に期待される本川におけるピークカット率を推計した（図補-1-1-

(3)-4）。結果として、阿武隈川流域の郡山市（ピークカット率 9.1％）や福島市（ピークカット率 6.2％）

を対象とした洪水低減策として、田んぼダムは一定の効果を有すると判断された。一方で、五ケ瀬川流域

においては水田面接率が低いため、田んぼダムによるピークカット率は１％程度であり、霞提による現

行の洪水対策が有効と考えられた。 

 

図補-1-1-(3)-4：流域内の水田・市街地の立地と田んぼダムによるピークカット率（左：阿武隈川、

右：五ヶ瀬川） 
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(4) 中項目 A-4：都市における洪水貯留 

本実施項目「A-4 都市における洪水貯留」は、都市域における内水氾濫を対象として、洪水貯留対策が

有する効果を定量的に評価し、流域治水における内水対策の有効性およびその限界を明らかにすること

を目的として実施した。本プロジェクト全体では、気候変動に伴う想定外力の増大を背景として、従来の

河道改修や排水施設整備のみでは対応が困難となりつつある洪水リスクに対し、複数施策を組み合わせ

た総合的な治水効果を明確化することを目標としている。本項目は、その中でも都市スケールにおける

「貯める対策」、すなわち洪水貯留を活用した内水対策の実証的検討を担うものである。 

国土交通省が示す流域治水の枠組みでは、集水域対策、氾濫域対策、被害軽減対策など多様な施策が整

理されているが、都市域の内水対策については、個々の施策の定量的効果が十分に示されていない例が

多い。特に、圃場利用、グラウンド・空地貯留、雨庭、田んぼダムといった分散型貯留対策は、概念的な

有効性は指摘されてきたものの、降雨特性や対策配置によって効果がどの程度変化するのかについては

不明確な点が多かった。本研究は、こうした課題を踏まえ、都市域における内水氾濫を対象に、洪水貯留

対策の効果と限界をシミュレーションにより体系的に整理することを目的とした。 

 

令和 5 年度には、都市域における内水氾濫シミュレーションモデルを構築し、仮想的な内水氾濫対策

の効果を定量的に評価した。対象地域では、地盤高データ、管渠・人孔データ、降雨データ、河道・用排

水路断面データを統合し、再現計算を通じてモデルの妥当性を確認した。特に河道・用排水路断面につい

ては、既存資料が限定的であったため、研究チームによる現地測量を実施し、高精度な断面情報を整備し

た点が解析精度の向上に大きく寄与している。 

解析では、圃場を雨水貯留施設として利用するケース、学校グラウンドや空地を貯留空間として活用す

るケース、新規排水路を整備するケースを設定し、それぞれの対策を単独あるいは組み合わせた場合の

浸水面積低減効果を比較した（図補-1-1-(4)-1）。その結果、単体対策では、上中下流域において圃場利

用を行ったケース（case3）が最も高い効果を示し、無対策（base）と比較してピーク付近で 82.4％の浸

水面積低減が確認された。一方、上流域のみ、上中流域のみで圃場利用を行ったケースでは、低減率はそ

れぞれ 4.3％、17.4％にとどまった。 

この差は、対象とした降雨事例が下流域に集中的に降雨が発生した事例であったことに起因しており、

降雨分布と対策配置の空間的関係が内水対策の効果を大きく左右することを示している。また、複数の

内水氾濫対策を組み合わせた場合には、全ての対策を同時に実施したケース（case7）が最も高い効果を

 

図補-1-1-(4)-1：シミュレーションした内水氾濫対策と浸水面積の軽減率。 
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示し、浸水面積はピーク付近で 89.8％低減した。この結果は、個々の対策効果の単純な足し合わせでは

なく、対策の組合せや配置によって相乗的な効果が発現する可能性を示すものであり、当初想定を超え

る重要な成果である。 

令和 6 年度には、富山市内で近年発生した内水氾濫事例を対象として、解析モデルの妥当性を検証し

た上で、複数の内水対策の効果と限界をより詳細に検討した。対象事例は、2022 年 8月 13日（事例 1）、

2022年 8月 20日（事例 2）、2023年 7月 12日（事例 3）の 3事例とし、圃場の遊水地化、グラウンド・

空地貯留、雨庭、田んぼダム、排水路敷設といった対策をモデルに適用した。 

モデルの妥当性については、実績値との比較により、最大浸水深の差が小さく、合計浸水面積の誤差も

十分に小さいことを確認した。また、河川水位の再現性においても、Nash-Sutcliffe係数（NS値）は全

事例で 0.85以上を示し、ピーク水位およびピーク到達時間の再現性も良好であった。これらの結果から、

本研究で用いた解析モデルは、都市内水氾濫の評価において妥当性を有すると判断した。 

単体対策の検討では、いずれの対策も無対策と比較して浸水面積を低減する効果が確認された。特に圃

場利用が最も高い低減率を示し、次いで雨庭、田んぼダムが有効であった。ただし、田んぼダムや圃場利

用の効果には事例間で差が見られ、降雨分布や対策配置が効果に大きく影響することが示唆された。 

複合的な対策の検討では、全対策を同時に実施したケースが最も高い効果を示し、浸水面積低減率は最

大 81.8％に達した。さらに、圃場利用と雨庭の組合せ、田んぼダムや排水路を加えた 3～4種の対策組合

せも高い効果を示した。特に局所的降雨が卓越した事例 2 および事例 3 では、対策効果の傾向に共通性

が見られ、地域特性および降雨特性に応じた対策選定の重要性が明確となった（図補-1-1-(4)-2）。 

 

図補-1-1-(4)-2：事例 1における浸水深および浸水エリアの分布（左図：対策なし，右図：すべての

対策を実施したケース）。図の作成にあたっては(株)日立パワーソリューションズの DioVISTA/Flood 

Version 3.6.3 Professional Edition を使用した。 

 

さらに、降雨倍率を増加させた解析により、対策機能の限界について検討した（図補-1-1-(4)-3）。事

例 1 では降雨倍率が 1.5 倍を超えると浸水面積低減率が急激に低下し、対策機能の限界を超えた状態に
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あると推察された。一方、事例 2では低減率の減少が比較的緩やかであり、降雨分布特性が対策機能に一

定の余力を与えていた可能性が示唆された。事例 3 では、降雨倍率 1.1 倍を超えると急激に効果が低下

し、2.0倍時には最も低い低減率を示した。これらの結果から、線状降水帯のような極端降雨下では、分

散型貯留対策の機能が早期に限界を迎えることが定量的に示された。 

 

図補-1-1-(4)-3：すべての対策を実施したケースにおける降雨倍率の増加に対する浸水面積低減率の

変動。 

 

令和 7年度には、これまでに得られた成果を踏まえ、洪水貯留対策の「適用条件」と「実装可能性」に

焦点を当てた検討を進めた。具体的には、対策効果が高く現れる降雨特性や流域条件を整理するととも

に、都市域における土地利用制約、管理主体の違い、運用ルールといった社会的条件を考慮した現実的シ

ナリオを設定し、治水効果の変動を評価した。その結果、対策効果は単に対策規模に依存するのではな

く、降雨の空間分布、貯留位置、排水系統との関係性によって大きく左右されることが改めて確認され

た。 

以上より、本研究では、都市における内水氾濫に対する洪水貯留対策について、単体効果、複合効果、

およびその限界を定量的に明らかにした。本成果は、内水ハザードマップの高度化や流域治水計画の具

体化に資する基礎資料として、今後の都市治水施策の検討において重要な役割を果たすことが期待され

る。 
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(5) 中項目 B-1：定着化に向けた組織基盤とプロセスの言語化 

本プロジェクトの成果を神通川流域に定着させ、さらに他地域へ展開するための基盤として、以下の活

動を推進した。 

• 一般社団法人の設立による持続性の確保 2025年 4月 1日、科学者と実務者が対等に議論し、事業を継

続的に推進する母体として「一般社団法人流域ぷらっとフォーム」を設立した。これにより、研究プロジ

ェクト終了後も、行政や民間企業と連携して流域治水を推進する体制が整った。 

• 社会実装プロセスの体系化（6 ステップ） これまでの対話と共創のプロセスを分析し、目的の明確化

から社会実装、次世代育成に至る「流域治水の社会実装と展開の 6ステップ」として言語化した。このフ

レームワークは、異なる特性を持つ他流域においても、共通して活用可能な「社会実装のマニュアル」と

しての役割を担う。 

• 行政実務への浸透：行政ガイドラインの策定 富山市と協働し、基礎自治体の部局間連携や具体的な推

進手法をまとめた「行政ガイドライン」の作成に着手した。これは、流域治水を一過性のイベントではな

く、行政の通常業務（常識）として定着させるための武器となるものである。 

• 住民の意識変容の可視化 市民参画型ワークショップ後の調査では、約 8割の参加者が流域治水の考え

方について認識が変化したと回答しており、グラフィックファシリテーション等を用いた「対話の可視

化」が高い効果を持つことが実証された。 

 

(6) 中項目 B-2：他地域展開 

a) 五ヶ瀬川流域 

 

図補-1-1-(6)-1：五ヶ瀬川流域での取り組みの流れとその可視化 
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宮崎県五ヶ瀬川流域：中学生のアイデアが社会を動かすサイクルの確立 

• 具現化フェーズへの移行（雨庭・ミニ水族館） 2024 年度に構築した教育サイクルを深化させ、2025年

度は中学生の提案を具体化する「雨庭（あめにわ）」の設計・施工や、道の駅での「ミニ水族館」展示プ

ロジェクトを推進した。 

• 民間資金の獲得と持続性の向上 行政予算のみに頼らず、旭化成等の民間企業からの経費支援を要請す

るなど、地域が主体となって活動を継続する「自走化モデル」を構築している。 

 

図補-1-1-(6)-2：「自走化モデル」のフロー 

 

• 対外的な評価 中学生を起点としたこれらの取り組みは、九州川のワークショップでの準グランプリ受

賞など、学術・実務の両面で高く評価されている。 

b) 阿武隈川流域 

• 認識差を埋める可視化ツール 遊水地整備に伴う上流・下流の意識差を解消するため、2025年度は阿武

隈川 3D模型図や流水を用いた可視化教材を導入した。これにより、住民が治水の効果と負担を直感的に

理解し、建設的な議論ができる「伝える場」のフォーマットを確立した。 

• 若年層ネットワーク（FBN）の結成 大学内に「FBN（Fukushima Basin Network）」を組織し、高齢化が

進む地域の流域活動団体を学生が支援・伴走する体制を構築した。 

c) 小矢部川流域 

富山県 小矢部市：住民主体のインフラ改善モデル 

協働するステークホルダーを対象に、流域治水の取り組み普及啓発として、防災に資する取り組みを検

討するためのワークショップを 2回実施し、第 1回は 51名、第 2回は 38名が参加した。2回目には、行

政、防災士を交えた流域ツアーを開催し、流域治水の取り組みの重要性の認識を深めた。また、小矢部市

が主体として、防災カメラを設置することを企画し、住民の声を反映し場所の検討を進めるに至ってい

る。これは、対話が具体的なインフラ整備に直結した好事例である。ワークショップに参加した住民か



 

30 

 

ら、「自分の自治体でもこのような会を実施してほしい」との要望があり、流域ぷらっとフォームにて講

演とワークショップを実施する予定となっている。住民の関心が得られている中で自治体のための主体

的な活動が生まれており、継続的に関わることで小矢部市と協働できる体制を構築していく。 

 

図補-1-1-(6)-3：阿武隈川流域での取り組みの流れとその可視化 

 

 

図補-1-1-(6)-4：令和 6年度三城目地区遊水地対策協議会の講演会の概要とその様子 
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d) 国内の他地域への展開 

愛知県木津用水受益地における流域ぷらっとフォームの４拠点目の立ち上げを実施した。 

次年度の活動開始を見据え、大分大学及び河川国道事務所との新たな協働での取り組みの検討が始まっ

ている。 

e) 国際展開の試み 

国際展開の試みとして、タイ国メーサイ地区における洪水対策ワークショップを実施した（2026 年 3 月

12，13日）。ワークショップには、地域住民と関連する行政機関職員が参加した。まず、事前ヒアリング

として、地域住民と行政機関職員それぞれのグループ 5 人ずつを対象に、洪水対策一般についての困り

ごとや意見を収集した（3月 12日）。ここで得られた情報を元に、課題設定や問いかけといったプログラ

ムの詳細検討し、3 月 13 日にワークショップを開催した。地域住民と行政機関職員が混合したグループ

を形成し、これまでに流域ぷらっとフォームに蓄積された知見を可能な限り援用した。その結果、言語や

文化の違いへの適応は必要なものの、グラフィックファシリテーションや研究者の参加による議論の調

整といった手法の有効性が確認された。 

 

1-2. 

(1) KPI 

 本プロジェクト開始時の KPIに対する達成状況と状況、見込み等を以下に記す。 

A-1： 

ダム貯水池の動的運用モデルを適用可能なダムを神通川で確定する。→未達成。事前放流に協力してい

るダムを多く擁する北陸電力でのヒアリングが、令和 6年能登半島地震等によって、思うように進ま

ず、達成できなかった。一方で、方向性と今後の進め方については、すでに議論しており、2025年 4月

に設立した一般社団法人流域ぷらっとフォームを通じて、プロジェクト終了後も引き続き推進すること

で、合意している。 

動的運用モデルの開発によって洪水・渇水の頻度を 10％減少させる。→未達成。具体的な事前放流の事

例について北陸電力との議論ができず、定量的なケーススタディを実施する環境が整わなかった。しか

し、その実施に対する準備として、水文気象データベースの構築は完了し、特にこれまで 50年程度の

観測データしか用いずに確率雨量や流量を用いて河川計画のためのシミュレーションを行ってきた点に

ついてより精度の高い情報が出せるようになった。また、気候変動を考慮したデータも含まれており、

プロジェクト終了後数年以内の実装に向けた、洪水・渇水といった極端現象への低減を定量的に示す予

定である。 

A-4： 

サイトビジットによる調査を３地点以上実施する。→達成。シンポジウム 2回と模擬流域治水協議会 

1 回。 

全国的に実施されている都市域における洪水調整手法を整理し、２手法程度をモデル化し、神通川流域

への適用可能性を評価する。→達成。全国の雨水貯留施設（校庭・公園・空地貯留）および圃場貯留を

対象に、貯留容量・排水特性をモデル化し、神通川流域都市部に適用したシミュレーション評価を実施

した。 
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モデル化した洪水調整手法により、洪水(浸水)頻度や領域を５％減少させる。→達成。内水氾濫シミュ

レーションにより、グラウンド貯留・圃場貯留を組み合わせた対策ケースにおいて、浸水域面積および

浸水頻度が 5％以上低減することを確認した。 

モデル化した洪水調整手法により、時間 50mm以上の降雨に対応可能な規模感を整理する。→達成。時

間最大雨量 50mm以上の想定降雨を入力した計算ケースにおいて、必要貯留容量、対象施設数、配置条

件を整理し、対応可能な対策規模を定量的に提示した。 

他地域展開のために必要な情報を３つ以上の情報源から収集し、リスト化する。→達成。国交省の雨水

貯留施設設計資料、自治体整備事例、既往研究論文の 3系統以上の情報源から、必要諸元（貯留容量、

設置条件、施工形態、維持管理条件）を整理・リスト化した。 

都市域における洪水調整手法(構成要素)と手法間の相互関係を２つ以上の視点から再整理し、定量評価

した情報と合わせて構造化する。→達成。「貯留容量−浸水低減効果」「施設配置−流出ピーク低減効果」

の 2視点から、手法間の関係性を構造化し、浸水域減少率等の定量指標と併せて整理した。 

B-1： 

■知見の周知 

学会での発表 1本→達成。2 件の口頭発表と 1件のポスター発表を実施。 

※プラットフォームの要素について言語化/構造化できていること（一般化できる部分と地域性のある

部分） 

■プラットフォームへの関係者の参加（会議とサイトビジットへの参画） 

リアル：380人/年（延べ人数） 神通川水系の人口の 0.1%→達成。シンポジウム 500名程度/年、ワー

クショップ 100名程度/回。 

オンライン：3800アクセス/年（延べ人数）  神通川水系の人口の 1%→達成。Facebookページへのア

クセス 2025年 1月 1日〜12 月 31日で 3.1万アクセス。 

■プラットフォーム活動と流域治水の取組に資する意見の抽出（各セクターの流域治水の理解度、対策

の提案、疑問等） 

アンケート回答率 リアル参加者の 70％→達成。フォーラム(シンポジウム)においては、富山駅前や、

タウンプラザ等、不特定多数の方が行き来する中でイベントを実施した。アンケートについてはシール

式にすることで、通りがかりの方も回答しやすく工夫した。 

通りすがりの参加者の総数自体をカウントできていないため、目算にはなるが達成とした。 

 

B-2： 

■知見の周知 

学会での発表 1本→達成。1 件のポスター発表を実施。 

※展開プロセスの言語化（ガイドラインの手前の状態） 

■展開先流域でのキーになる団体（コア団体）の「参画」「巻き込み」 

各展開先流域において、コア団体２団体参画→達成。 

・宮崎、延岡河川国道事務所、地元中学校 3校 

・福島、環境団体、福島河川国道事務所、矢吹町 

・小矢部、小矢部市、防災士会、津沢地区自治会 
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■プラットフォーム活動と流域治水の取組に資する意見の抽出（各セクターの流域治水の理解度、対策

の提案、疑問等） 

アンケート回答率 リアル参加者の 70％→達成。例:小矢部ワークショップ 参加者 70名中 63名が回

答（90%） 

 

全体： 

流域横断ワークショップの実施回数、年 4回 3年で 12回を目標とする。→達成。学会でのブース展

示、オンラインホワイトボードを用いたプチワークショップ、愛知県木津用水受益地におけるワークシ

ョップ(各年 1回)、研究会合の機会におけるグラフィックを用いたディスカッション(各年 3回)、フォ

ーラムにおけるパネルディスカッションやワークショップ(各年 2回) 

横展開流域・自治体数は、3 流域 5自治体を目標とする。→達成。現在、神通川流域以外に五ヶ瀬川、

阿武隈川、小矢部川の 3流域、富山市以外に宮崎県、延岡市、五ヶ瀬町、福島県、矢吹町、富山県、小

矢部市の 7自治体と協働している。 

  



 

34 

 

2. 研究開発実施体制 

2-1. 研究開発実施者 

(1)  A-1グループ（リーダー氏名：沖 大幹） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

沖 大幹 
オキ  

タイカン 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
教授 

木口 雅司 
キグチ  

マサシ 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
上席研究員 

濱口 泰征 
ハマグチ  

タイセイ 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
M2 

佐野 太一 サノ タイチ 東京大学 
大学院工学系研

究科 
学術専門職員 

横山 裕介 
ヨコヤマ  

ユウスケ 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
M2 

野中 勇希 
ノナカ  

ユウキ 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
M2 

村田 亮 
ムラタ  

リョウ 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
M2 

高坂 凌 
コウサカ  

リョウ 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
M2 

伊藤 理愛 
イトウ  

ミチナリ 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
M2 

永松 繁子 
ナガマツ  

シゲコ 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
特任専門職員 

(2)  A-2グループ（リーダー氏名：手計 太一） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

手計 太一 
テバカリ  

タイチ 
中央大学 理工学部 教授 

桝山 倫 
マスヤマ  

リン 
中央大学 

大学院理工学研

究科 
M1 

黒川 舞衣 
クロカワ  

マイ 
中央大学 

大学院理工学研

究科 
M1 

都築 航太 
ツヅキ  

コウタ 
中央大学 

大学院理工学研

究科 
M2 
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坂部 雅弥 
サカベ  

ユウヤ 
中央大学 理工学部 B4 

大友 理子 
オオトモ  

リコ 
中央大学 理工学部 B4 

西山 大翔 
ニシヤマ  

ヒロト 
中央大学 理工学部 B4 

藤本 寛生 
フジモト  

カンセイ 
中央大学 

大学院理工学研

究科 
D1 

武隈 圭祐 
タケクマ  

ケイスケ 
中央大学 

大学院理工学研

究科 
M2 

井上 敬太 
イノウエ  

ケイタ 
中央大学 

大学院理工学研

究科 
M2 

岩田 祐椰 
イワタ  

ユウヤ 
中央大学 

大学院理工学研

究科 
M2 

小八田 涼 
コバタ  

リョウ 
中央大学 理工学部 B4 

小川 朋真 
オガワ  

トモマサ 
中央大学 

大学院理工学研

究科 
M2 

(3)  A-3グループ（リーダー氏名：吉田 貢士） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

吉田 貢士 
ヨシダ  

コウシ 
東京大学 

大学院新領域創

成科学研究科 
教授 

乃田 啓吾 ノダ ケイゴ 東京大学 
大学院農学生命

科学研究科 
准教授 

多嶋 花帆 タジマ カホ 東京大学 
大学院新領域創

成科学研究科 
D2 

小田 広希 オダ ヒロキ 東京大学 
大学院新領域創

成科学研究科 
D1 

Nina HODALOVA 
ニナ  

ホダローバ 
東京大学 

大学院新領域創

成科学研究科 
M1 

田中 彩 タナカ アヤ 東京大学 
大学院新領域創

成科学研究科 
M1 

Sahani JITENDRA 
サハニ  

ジテンドラ 
東京大学 

大学院新領域創

成科学研究科 
M2 
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(4)  A-4グループ（リーダー氏名：吉見 和紘） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

吉見 和紘 
ヨシミ  

カズヒロ 
富山県立大学 工学部 講師 

(5)  B-1,B-2グループ（リーダー氏名：沖 大幹） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

沖村 一 
オキムラ  

ハジメ 
富山市 

建設部河川整備

課 
課長 

沖 大幹 
オキ  

タイカン 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
教授 

木口 雅司 
キグチ  

マサシ 
東京大学 

大学院工学系研

究科 
上席研究員 

手計 太一 
テバカリ  

タイチ 
中央大学 理工学部 教授 

吉田 貢士 
ヨシダ  

コウシ 
東京大学 

大学院新領域創

成科学研究科 
教授 

乃田 啓吾 ノダ ケイゴ 東京大学 
大学院農学生命

科学研究科 
准教授 

吉見 和紘 
ヨシミ  

カズヒロ 
富山県立大学 工学部 講師 

経澤 陽一 
ツネザワ  

ヨウイチ 
富山市 

建設部河川整備

課 
課長 

2-2. 研究開発の協力者・関与者 

氏 名 フリガナ 所 属 
役 職 

（身分） 
協力内容 

  井田川水系土

地改良区 

 農地における事前排水・貯留の効果

と限界 

  環境市民プラ

ットフォーム

とやま 

 
流域治水対策の共創手法の定着と

横展開 

  

国土交通省 

 河川情報の開発と流域治水対策の

効果と限界における行政における

実現可能性の検討と他地域への展

開 
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富山県 

 河川情報の開発と流域治水対策の

効果と限界における行政における

実現可能性の検討と他地域への展

開 

  電力中央研究

所 

 貯水池の動的運用モデルの開発や

他地域への展開 

  北陸電力株式

会社 

 貯水池の動的運用モデルを含む流

域治水のメニューの検討 

  富山県土地改

良事業団連合

会 

 
農地における事前排水・貯留の効果

と限界 

入江 光輝 
イリエ  

ミツテル 
宮崎大学 教授 他地域展開 

光田 靖 ミツダ ヤスシ 宮崎大学 教授 他地域展開 

村瀬 敦宣 
ムラセ  

アツノブ 
宮崎大学 准教授 他地域展開 

竹下 伸一 
タケシタ  

シンイチ 
宮崎大学 准教授 他地域展開 

川崎 典子 
カワサキ  

ノリコ 
宮崎大学 准教授 他地域展開 

佐藤 辰郎 
サトウ  

タツロウ 
九州大学 准教授 他地域展開 

川越 清樹 
カワゴエ  

セイキ 
福島大学 教授 他地域展開 
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3. 研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

3-1. シンポジウム等 

 

年月日 名称 主催者 場所 参加人数 概要 

2022

年 12

月 11

日(日) 

川からはじまる。ウ

ェルビーイングな地

域の未来づくり 第 1

回ワークショップ 

本プロ

ジェク

ト 

富山県

立大学

(ハイブ

リッ

ド、富

山県) 

32名 

B-1の「広げる」のためのワー

クショップを開催した。 

2023

年 1月

29 日

(日) 

川からはじまる。ウ

ェルビーイングな地

域の未来づくり 第 2

回ワークショップ 

本プロ

ジェク

ト 

サンシ

ップ富

山(ハイ

ブリッ

ド、富

山県) 

37名 

B-1の「広げる」のためのワー

クショップを開催した。 

2023

年 2月

24 日

(金) 

VESPa×神通川流域治

水合同ワークショッ

プ 

VESPa

プロジ

ェクト 

小牧市

市民会

館・公

民館(愛

知県) 

15名 

流域治水における研究者とコ

ーディネーターの役割をテー

マに対話の場を実施した。 

2023

年 3月

17 日

(金) 

第 1回神通川を語る

会 

本プロ

ジェク

ト 

Tsunagu

(富山

県) 

 

神通川にかかわってきた先人

たちからの「伝承」の機会提

供（A-2） 

2023

年 3月

18 日

(土) 

川からはじまる。ウ

ェルビーイングな地

域の未来づくり 第 3

回ワークショップ 

本プロ

ジェク

ト 

富山国

際会議

場(ハイ

ブリッ

ド、富

山県) 

40名 

B-1の「広げる」のためのワー

クショップを開催した。 

2023

年 3月

19 日

(日) 

流域治水 科学者・キ

ーマンの顔合わせ及

び、横展開に向けた

ビジョン構築ワーク

ショップ 

本プロ

ジェク

ト 

富山国

際会議

場(ハイ

ブリッ

ド、富

山県) 

 

B-2 の横展開のためのワーク

ショップを開催した。 
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2023

年 7月

22 日

(土) 

『流域ってなんだ？

私たちのくらしとい

のちをつなぐシンポ

ジウム』 

本プロ

ジェク

ト 

富山市

民プラ

ザ(富山

県) 

149名 

神通川流域治水について考え

る場となることを目的とし

て、科学者による研究成果、

市民の取り組みなどを紹介す

るシンポジウムを開催した。 

2023

年 12

月 9日

(土) 

『さまざまな立場か

ら見える流域治水を

擬似体験する～参画

型ワークショップ

～』 

本プロ

ジェク

ト 

富山市

鵜坂公

民館(富

山県) 

62名 

神通川流域での流域治水を検

討してきた市民を中心に、具

体的な流域治水の進め方につ

いて擬似体験しながら考える

ワークショップを開催した。 

2024

年 4月

13 日

(土) 

流域の取り組みを知

る・考える交流会～

他流域の事例から、

福島の取り組みを考

えよう～ 

流域ぷ

らっと

フォー

ム、福

島大学 

ビック

アイ 

郡山市

市民交

流プラ

ザ(福島

県) 

20名 

流域に関わる団体・学生・研

究者が集まり、お互いの取り

組みを知り、流域についての

理解を深める場 

2024

年 7月

6 日

(土) 

小矢部市「水ととも

に暮らすわたしたち

の安心安全について

考える会」ワークシ

ョップ 

流域ぷ

らっと

フォー

ム、小

矢部市 

小矢部

市民交

流プラ

ザ(富山

県) 

51名 

小矢部川流域に関わる多様な

人々と水害や治水に関するそ

れぞれの現状や課題を共有し

流域治水について学ぶ 

2024

年 7月

27 日

(土) 

ともに考え、つなが

る流域ぷらっとフォ

ームシンポジウム

「流域ってなんだ？~

みずからつながる暮

らしと自然~」 

流域ぷ

らっと

フォー

ム、富

山市、

富山県

立大学 

富山駅 

南北自

由通路

(富山

県) 

1,500名 

市民を対象とした流域治水を

楽しく学ぶ機会(講演、パネル

ディスカッション、ポスター・

ブース展示) 

2024

年 11

月 9日

(土) 

小矢部市「水ととも

に暮らすわたしたち

の安心安全について

考える会」ワークシ

ョップ第 2回 

流域ぷ

らっと

フォー

ム、小

矢部市 

小矢部

市民交

流プラ

ザ(富山

県) 

38名 

小矢部川流域に関わる多様な

人々と水害や治水に関するそ

れぞれの現状や課題を共有し

流域治水について学ぶ 

2024

年 12

月 1日

(日) 

参画型ワークショッ

プ&ミニシンポジウム

「今、豪雨が来た

ら？わたしたちにで

流域ぷ

らっと

フォー

ム、富

フュー

チャー

シティ 

ファボ

100名 

市民を対象とした流域治水を

楽しく学ぶ機会(講演、パネル

ディスカッション、ポスター・

ブース展示) 
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きることってなん

だ？◯◯ついでに流

域治水」 

山市、

富山県

立大学 

ーレ(富

山県) 

2025

年 6月

26 日

(木) 

流域治水円卓意見交

換会 
 

CiC大

学コン

ソーシ

アム富

山 研

修室

2(富山

県) 

 

流域治水に関する施策の主体

となる国、県、市が一堂に会

し、流域治水の施策を進める

上での課題や協働のヒントを

得るための話し合いの場 

2025

年 7月

26 日

(土) 

流域ぷらっとフォー

ム 2025「水とくらし

は、どうつながって

る？みんなの流域じ

まん」 

流域ぷ

らっと

フォー

ム 

ユウタ

ウン総

曲輪 

ウエス

トプラ

ザ(富山

県) 

 

現場や地域で実践してきたこ

と、探究学習で発見したこと

など、"あなただから知ってい

る流域のこと"をステージで

発表・呼びかける機会 

2025

年 7月

27 日

(日) 

「津沢地区の水害を

地域みんなで考え

る」 

小矢部

市、津

沢自主

防災会 

津沢コ

ミュニ

ティプ

ラザ(富

山県) 

約 100名 
正しい情報を知り、地域の人

と話し合い、考える機会 

2025

年 12

月 6日

(土) 

「阿武隈川から始ま

る、流域みんなの絆

づくり遊水地、その

役割と未来！」 

三城目

地区遊

水地対

策協議

会 

矢吹町

複合施

設

KOKOTTO

(福島

県) 

 

参加者が、今後整備される遊

水地がどのようなものになる

のか、完成後のイメージを持

ち、その背景にある「流域治

水」について理解することで、

町の今後の未来を一緒に考え

る機会 

2026

年 3月

11～15

日 

「Protecting Water 

and Livelihoods 

Together: A Co-

Design Workshop on 

Watershed Flood 

Management in 

Northern Thailand」 

流域ぷ

らっと

フォー

ム 

Mae Sai 

in 

Thailan

d 

約 30名 
流域治水対策の共創手法の国

際展開 

 



 

41 

 

 

3-2. 社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

(1) 書籍、フリーペーパー、DVD 

・ リーフレット（流域ぷらっとフォーム～みずからつながる暮らしと自然を共に考え、つながりませ

んか～）、発行：流域ぷらっとフォーム、2024年 7月 

・ 都市化で変わりゆく米作り 最適な水利用に地域の理解を、乃田啓吾、サイエンスウィンドウ、科学

技術振興機構、2023年 10月 25日 

（https://scienceportal.jst.go.jp/gateway/sciencewindow/20231025_w01/index.html） 

(2) ウェブメディアの開設・運営 

・ 流域ぷらっとフォーム ホームページ https://www.ryuuiki-platform.com/ 

 立ち上げ日：2023年 6月 20日 (2022年 3月 31日公開の https://www.ryupura-jinzu.com/から移設) 

・ 「SDGs の達成に向けた共創的研究開発プログラム 研究開発プロジェクト「水力発電事業の好適地

である神通川水系における流域治水に資する動的運用ルールの共創手法の構築」」 

https://hydro.iis.u-tokyo.ac.jp/~solve_toyama/ 

立ち上げ日：2022年 3月 31日 

・ 流域ぷらっとフォーム facebookページ https://www.facebook.com/groups/880096143077390/ 

 立ち上げ日：2023年 3月 20日 

・ 動画集 

「神通川流域治水プロジェクト〜共創する地域づくり〜」 

https://www.youtube.com/watch?v=lkFzB1BEsZQ、2022年 3月 31日公開 

「流域ってなんだ？私たちのくらしといのちをつなぐシンポジウム」 

https://www.youtube.com/watch?v=sHn3AvuYgRA&t=8s、2023年 12月 12日投稿 

 流域ぷらっとフォーム 全 9本 

  「流域ぷらっとフォーラム 2025」https://youtu.be/Olf4hvM8DZs?si=YGxI3mJETKympp30 他 8本 

 五ヶ瀬川出前授業、イベントの様子 

  「五ヶ瀬川流域バスツアー2025」 https://youtu.be/tAzchHNbkN4?si=n0BfvdzfeneW5UVO 

(3) 学会（3-4.参照）以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 

・ 鈴木耕平, たがやすでの取り組み事例：流域ぷらっとフォームの事例紹介. 富山大学 リサイクルア

ルミ融合プロジェクト, 2025/12/23, 富山. 

・ 鈴木耕平, 流域ぷらっとフォームの試み：科学者とあらゆる関係者で流域づくりを進めるには？. 

富山国際大学 環境デザイン学 特別講義, 2025/11/20, 富山. 

・ Noda, K., Review of Findings from 20 Years of INWEPF -From Multifunctionality to Ecosystem 

Services under Sustainable Development Goals (2004–2024)-. INWEPF 20th Steering Committee 

Meeting, 2025/11/13, Otsu, Japan. 

・ Noda, K., Japan's Perspective on Water-Use Efficiency. 4th World Irrigation Forum side 

event by FAO, 2025/9/10, Kuala Lumpur, Malaysia. 

・ 鈴木耕平, 流域ぷらっとフォームの試み：科学者とあらゆる関係者で流域づくりを進めるには？. 

とやま川の会, 2025/7/25, 富山. 

https://scienceportal.jst.go.jp/gateway/sciencewindow/20231025_w01/index.html
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